
                                  系統金融機関向けの総合的な監督指針 新旧対照表             

1 
 

改 正 後 現   行 

【様式・参考資料編】 

 

別紙様式５－１ 

 

別紙 

 

１・２ （略） 

 

３ 指定組合の基準の適合状況 

（１）（略） 

（２）財務内容等 

 ①単体自己資本の比率（  年度末） 
                                            （単位：百万円、％） 

項目 

当期末 前期末 

 
（項を削

る。） 
 

（項を削

る。） 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本又は会員資本の額 

 （略） 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 

 （略） 

（項を削る。） 

 

（項を削る。） 

 

（項を削る。） 

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達

手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれ

る額 

    

（項を削る。） 

 

    

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 
    

コア資本に係る調整項目 

（略） 

自己資本 

（略） 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 
    

 資産（オン・バランス）項目 
    

  

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャ

ーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経

過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額

（△） 

    

  

（項を削る。） 

 

 

 

    

【様式・参考資料編】 

 

別紙様式５－１ 

 

別紙 

 

１・２ （略） 

 

３ 指定組合の基準の適合状況 

（１）（略） 

（２）財務内容等 

 ①単体自己資本の比率（  年度末） 
                                            （単位：百万円、％） 

項目 

当期末 前期末 

 経過措置に

よる不算入

額 

 
経 過 措 置 に 

よる不算入

額 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本又は会員資本の額 

 （略） 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 

 （略） 

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項

目の額に含まれる額 

    

 うち、回転出資金の額 
    

 うち、上記以外に該当するものの額 
    

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達

手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれ

る額 

    

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 45 パーセントに相当す

る額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 

    

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 
    

コア資本に係る調整項目 

（略） 

自己資本 

（略） 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 
    

 資産（オン・バランス）項目 
    

  

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合

計額 

 

 

    

   

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー

ジャーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの

額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を

控除した額（△） 
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改 正 後 現   行 

  （項を削る。）     

 オフ・バランス項目     

 ＣＶＡリスク相当額を 8 パーセントで除して得た額     

 
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの

額 

    

マーケット・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た額 
    

勘定間の振替分 
    

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た

額 

    

（項を削る。） 
    

（項を削る。） 
    

資本フロア調整額 
    

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 
    

自己資本比率 

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ％ 
 

％ 
 

 

（記載上の注意） 

１ （略） 

２ 令和７年度に提出する場合の「前期末」欄については、記入を要しない。 

 

 （参考）（略） 

 

 ①－２ 連結自己資本の比率（  年度末） 
                                            （単位：百万円、％） 

項目 

当期末 前期末 

 
（項を削

る。） 
 

（項を削

る。） 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本又は会員資本の額 

 （略） 

コア資本に算入される評価・換算差額等 

 うち、退職給付に係るものの額     

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額     

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額     

 （略）     

（項を削る。） 

 

（項を削る。） 

 

（項を削る。） 

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達

手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれ

る額 

    

（項を削る。） 

 

 

    

   うち、上記以外に該当するものの額     

 オフ・バランス項目     

 ＣＶＡリスク相当額を 8 パーセントで除して得た額     

 
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの

額 

    

（項を加える。） 
    

（項を加える。） 
    

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た

額 

    

信用リスク・アセット調整額 
    

オペレーショナル・リスク相当額調整額 
    

（項を加える。） 
    

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 
    

自己資本比率 

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ％ 
 

％ 
 

 

（記載上の注意） 

１ （略） 

２ 平成 26 年度に提出する場合の「前期末」欄については、記入を要しない。 

  

 （参考）（略） 

 

 ①－２ 連結自己資本の比率（  年度末） 
                                            （単位：百万円、％） 

項目 

当期末 前期末 

 経過措置に

よる不算入

額 

 
経 過 措 置 に 

よる不算入

額 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本又は会員資本の額 

 （略） 

コア資本に算入される評価・換算差額等 

 
うち、退職給付に係るものの額のうち、経過措置によりコア資本に

係る基礎項目の額に含まれる額 
    

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 
    

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 
    

 （略） 
    

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎

項目の額に含まれる額 

    

 うち、回転出資金の額 
    

 うち、上記以外に該当するものの額 
    

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達

手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含ま

れる額 

    

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 45 パーセントに相当

する額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれ

る額 
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改 正 後 現   行 

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に

含まれる額 

    

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 
    

コア資本に係る調整項目 

（略） 

自己資本 

（略） 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 
    

 資産（オン・バランス）項目 
    

  

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャ

ーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経

過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額

（△） 

    

  

（項を削る。） 

 

 

 

    

  （項を削る。）     

 オフ・バランス項目     

 ＣＶＡリスク相当額を 8 パーセントで除して得た額     

 
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの

額 

    

マーケット・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た額 
    

勘定間の振替分 
    

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た

額 

    

（項を削る。） 
    

（項を削る。） 
    

資本フロア調整額 
    

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 
    

連結自己資本比率 

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ％ 
 

％ 
 

 

（記載上の注意） 

１ （略）  

２ 令和７年度に提出する場合の「前期末」欄については、記入を要しない。 

  

 （参考）（略） 

 

 

イ・ウ（略） 
 
（以下略） 
 

 

 

 

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額

に含まれる額 

    

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 
    

コア資本に係る調整項目 

（略） 

自己資本 

（略） 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 
    

 資産（オン・バランス）項目 
    

  

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の

合計額 

 

 

    

   

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー

ジャーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの

額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を

控除した額（△） 

    

   うち、上記以外に該当するものの額     

 オフ・バランス項目     

 ＣＶＡリスク相当額を 8 パーセントで除して得た額     

 
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの

額 

    

（項を加える。） 
    

（項を加える。） 
    

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得

た額 

    

信用リスク・アセット調整額 
    

オペレーショナル・リスク相当額調整額 
    

（項を加える。） 
    

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 
    

連結自己資本比率 

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ％ 
 

％ 
 

 

（記載上の注意） 

１ （略）  

２ 平成 26 年度に提出する場合の「前期末」欄については、記入を要しない。 

  

 （参考）（略） 

 

 

イ・ウ（略） 
 
（以下略） 
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改 正 後 現   行 

別紙様式５－３ 

 

年  月  日 

 

都道府県知事 〇〇〇〇 殿 

所在地 

農協名 

代表理事名 

 

特定農業協同組合承認申請書 

 

農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令（平成５年大蔵省・農林 

  水産省令第１号）第 59 条の規定に基づき、特定農業協同組合の承認を受けたく、関係書類 

  を添えて、下記のとおり申請いたします。 

 

                      記 

 

１～３ （略） 

 

４ 特定農業協同組合の基準及び承認の要件の適合状況 

 （１）（略） 

 （２）財務内容等 

  ア 単体自己資本の比率（  年度末） 
                                            （単位：百万円、％） 

項目 

当期末 前期末 

 
（項を削

る。） 
 

（項を削

る。） 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本又は会員資本の額 

 （略） 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 

 （略） 

（項を削る。） 

 

（項を削る。） 

 

（項を削る。） 

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達

手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれ

る額 

    

（項を削る。） 

 

    

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 
    

コア資本に係る調整項目 

（略） 

別紙様式５－３ 

 

年  月  日 

 

都道府県知事 〇〇〇〇 殿 

所在地 

農協名 

代表理事名 

 

特定農業協同組合承認申請書 

 

農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令（平成５年大蔵省・農林 

  水産省令第１号）第 59 条の規定に基づき、特定農業協同組合の承認を受けたく、関係書類 

  を添えて、下記のとおり申請いたします。 

 

                      記 

 

１～３ （略） 

 

４ 特定農業協同組合の基準及び承認の要件の適合状況 

 （１）（略） 

 （２）財務内容等 

  ア 単体自己資本の比率（  年度末） 
                                            （単位：百万円、％） 

項目 

当期末 前期末 

 経過措置に

よる不算入

額 

 
経過措置に 

よる不算入

額 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本又は会員資本の額 

 （略） 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 

 （略） 

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項

目の額に含まれる額 

    

 うち、回転出資金の額 
    

 うち、上記以外に該当するものの額 
    

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達

手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれ

る額 

    

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 45 パーセントに相当す

る額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 

    

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 
    

コア資本に係る調整項目 

（略） 
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自己資本 

（略） 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 
    

 資産（オン・バランス）項目 
    

  

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャ

ーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経

過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額

（△） 

    

  

（項を削る。） 

 

 

 

    

  （項を削る。）     

 オフ・バランス項目     

 ＣＶＡリスク相当額を 8 パーセントで除して得た額     

 
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの

額 

    

マーケット・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た額 
    

勘定間の振替分 
    

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た

額 

    

（項を削る。） 
    

（項を削る。） 
    

資本フロア調整額 
    

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 
    

自己資本比率 

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ％ 
 

％ 
 

 

（記載上の注意） 

１ （略） 

２ 令和７年度に提出する場合の「前期末」欄については、記入を要しない。 

 

 （参考）（略） 

 

  ア－２ 連結自己資本の比率（  年度末） 
                                            （単位：百万円、％） 

項目 

当期末 前期末 

 
（項を削

る。） 
 

（項を削

る。） 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本又は会員資本の額 

 （略） 

コア資本に算入される評価・換算差額等 

 うち、退職給付に係るものの額     

自己資本 

（略） 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 
    

 資産（オン・バランス）項目 
    

  

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合

計額 

 

 

    

   

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー

ジャーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの

額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を

控除した額（△） 

    

   うち、上記以外に該当するものの額     

 オフ・バランス項目     

 ＣＶＡリスク相当額を 8 パーセントで除して得た額     

 
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの

額 

    

（項を加える。） 
    

（項を加える。） 
    

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た

額 

    

信用リスク・アセット調整額 
    

オペレーショナル・リスク相当額調整額 
    

（項を加える。） 
    

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 
    

自己資本比率 

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ％ 
 

％ 
 

 

（記載上の注意） 

１ （略）  

２ 平成 26 年度に提出する場合の「前期末」欄については、記入を要しない。 

  

 （参考）（略） 

 

  ア－２ 連結自己資本の比率（  年度末） 
                                            （単位：百万円、％） 

項目 

当期末 前期末 

 経過措置に

よる不算入

額 

 
経 過 措 置 に 

よる不算入

額 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本又は会員資本の額 

 （略） 

コア資本に算入される評価・換算差額等 

 
うち、退職給付に係るものの額のうち、経過措置によりコア資本に

係る基礎項目の額に含まれる額 
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コア資本に係る調整後非支配株主持分の額     

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額     

 （略）     

（項を削る。） 

 

（項を削る。） 

 

（項を削る。） 

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達

手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれ

る額 

    

（項を削る。） 

 

 

    

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に

含まれる額 

    

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 
    

コア資本に係る調整項目 

（略） 

自己資本 

（略） 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 
    

 資産（オン・バランス）項目 
    

  

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャ

ーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経

過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額

（△） 

    

  

（項を削る。） 

 

 

 

    

  （項を削る。）     

 オフ・バランス項目     

 ＣＶＡリスク相当額を 8 パーセントで除して得た額     

 
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの

額 

    

マーケット・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た額 
    

勘定間の振替分 
    

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た

額 

    

（項を削る。） 
    

（項を削る。） 
    

資本フロア調整額 
    

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 
    

連結自己資本比率 

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 
    

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 
    

 （略） 
    

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎

項目の額に含まれる額 

    

 うち、回転出資金の額 
    

 うち、上記以外に該当するものの額 
    

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達

手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含ま

れる額 

    

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 45 パーセントに相当

する額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれ

る額 

    

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額

に含まれる額 

    

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 
    

コア資本に係る調整項目 

（略） 

自己資本 

（略） 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 
    

 資産（オン・バランス）項目 
    

  

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の

合計額 

 

 

    

   

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー

ジャーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの

額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を

控除した額（△） 

    

   うち、上記以外に該当するものの額     

 オフ・バランス項目     

 ＣＶＡリスク相当額を 8 パーセントで除して得た額     

 
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの

額 

    

（項を加える。） 
    

（項を加える。） 
    

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得

た額 

    

信用リスク・アセット調整額 
    

オペレーショナル・リスク相当額調整額 
    

（項を加える。） 
    

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 
    

連結自己資本比率 
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連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ％ 
 

％ 
 

 

（記載上の注意） 

１ （略）  

２ 令和７年度に提出する場合の「前期末」欄については、記入を要しない。 

  

 （参考）（略） 

 

 

イ・ウ（略） 
 
（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ％ 
 

％ 
 

 

（記載上の注意） 

１ （略）  

２ 平成 26 年度に提出する場合の「前期末」欄については、記入を要しない。 

  

 （参考）（略） 

 

 

イ・ウ（略） 
 
（以下略） 
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改 正 後 現   行 

 

別紙様式５－７ 

    年度決算速報 
 

                                                       信用農業協同組合連合会 

  

１．  残 高 試 算 表  

２．  比 較 貸 借 対 照 表  

３．  貯 金 及 び 貸 出 金 の 明 細  

４．  比 較 損 益 計 算 書  

５．  人 件 費 ・ 物 件 費 の 明 細  

６．  剰 余 金 処 分 案  

７．  内 部 留 保 状 況  

８．  総 合 農 協 に 対 す る 実 質 貯 金 利 回  

９．  資 金 効 率 

10．  単 体 自 己 資 本 比 率 

11．  引 当 金 等 の 算 出 基 礎  

12．  金融・証券先物及びオプション取引に係る損益の内訳  

13．  国 債 等 の 窓 口 販 売 業 務 実 績  

14． 大 口 信 用 供 与 等 の 状 況  

 
（注）上記の資料について、提出したデータに修正があった場合には、直ちに再提出すること。 

 

１．～９．（略） 

 

 

 

１０．単体自己資本比率 
 

信用リスク・アセット算出手法  
                                            （単位：百万円、％） 

項目 

当期末 前期末 

 
（項を削

る。） 
 

（項を削

る。） 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本又は会員資本の額 

 （略） 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 

 （略） 

（項を削る。） 

 

（項を削る。） 

 

（項を削る。） 

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達

手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれ

る額 

    

（項を削る。） 

 

    

 

別紙様式５－７ 

    年度決算速報 
 

                                                                       信用農業協同組合連合会 

  

１．  残 高 試 算 表  

２．  比 較 貸 借 対 照 表  

３．  貯 金 及 び 貸 出 金 の 明 細  

４．  比 較 損 益 計 算 書  

５．  人 件 費 ・ 物 件 費 の 明 細  

６．  剰 余 金 処 分 案  

７．  内 部 留 保 状 況  

８．  総 合 農 協 に 対 す る 実 質 貯 金 利 回  

９．  資 金 効 率 

10．  単 体 自 己 資 本 比 率 

11．  引 当 金 等 の 算 出 基 礎  

12．  金融・証券先物及びオプション取引に係る損益の内訳  

13．  国 債 等 の 窓 口 販 売 業 務 実 績  

14． 大 口 信 用 供 与 等 の 状 況  

 
（注）上記の資料について、提出したデータに修正があった場合には、直ちに再提出すること。 

 

１．～９．（略） 

 

 

 

１０．単体自己資本比率 
 

信用リスク・アセット算出手法  
                                            （単位：百万円、％） 

項目 

当期末 前期末 

 経過措置に

よる不算入

額 

 
経 過 措 置 に 

よる不算入

額 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本又は会員資本の額 

 （略） 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 

 （略） 

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項

目の額に含まれる額 

    

 うち、回転出資金の額 
    

 うち、上記以外に該当するものの額 
    

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達

手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれ

る額 

    

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 45 パーセントに相当す

る額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 

    

信連 信連 
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コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 
    

コア資本に係る調整項目 

（略） 

自己資本 

（略） 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 
    

 資産（オン・バランス）項目 
    

  

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャ

ーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経

過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額

（△） 

    

  

（項を削る。） 

 

 

 

    

  （項を削る。）     

 オフ・バランス項目     

 ＣＶＡリスク相当額を 8 パーセントで除して得た額     

 
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの

額 

    

マーケット・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た額 
    

勘定間の振替分 
    

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た

額 

    

（項を削る。） 
    

（項を削る。） 
    

資本フロア調整額 
    

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 
    

自己資本比率 

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ％ 
 

％ 
 

 

 (削る。） 

（注１） CVA リスクに関する記載：（使用している場合＝1、使用していない場合＝2） 

    簡便法   

    BA-CVA 

        SA-CVA 

 

（注２） オフ・バランス取引並びに派生商品取引及び長期決済期間取引の与信相当額に関する記載：（使用している場合＝1、使用していない場合 

＝2）                                             

    カレント・エクスポージャー方式                                 

    SA-CCR                                            

    エクスポージャー変動額推計モデル                               

    期待エクスポージャー方式                                   

 

（注３） マーケット・リスク相当額不算入の特例に関する記載：（適用している＝1、適用していない＝2）     

（注４） マーケット・リスクに関する記載：（使用している場合＝1、使用していない場合＝2） 

簡易的方式   

    標準的方式 

        内部モデル方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 
    

コア資本に係る調整項目 

（略） 

自己資本 

（略） 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 
    

 資産（オン・バランス）項目 
    

  

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合

計額 

 

 

    

   

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー

ジャーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの

額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を

控除した額（△） 

    

   うち、上記以外に該当するものの額     

 オフ・バランス項目     

 ＣＶＡリスク相当額を 8 パーセントで除して得た額     

 
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの

額 

    

（項を加える。） 
    

（項を加える。） 
    

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た

額 

    

信用リスク・アセット調整額 
    

オペレーショナル・リスク相当額調整額 
    

（項を加える。） 
    

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 
    

自己資本比率 

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ％ 
 

％ 
 

 

(注) オペレーショナル・リスクに関する記載：（基礎的手法を使用＝１、粗利益配分手法を使用＝２、先進的計測手法を使用＝３） 

（加える。） 

 

 

 

 

（加える。） 

 

 

 

 

 

 

（加える。） 

（加える。） 
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（注５） マーケット・リスクに関するトレーディング・デスク数を記載すること。 

    標準的方式 

        内部モデル方式 

 

（注６） オペレーショナル・リスクに関する記載：（使用している場合＝1、使用していない場合＝2） 

    BI の算出においてより保守的な算式を利用 

        ILM は「内部損失データ」を使用 

    ILM は「1」を使用 

    ILM は「保守的な見積値」を使用 

    ILM は「金融庁長官及び農林水産大臣が指定する値」を使用 

 

 

（記載上の留意事項） 

１・２ （略） 

３ 令和７年３月 31 日以降最初に提出する場合の「前期末」欄については、記入を要しない（付表において同じ。）。 

４・５（略） 

６ みなし計算を適用して計算した信用リスク・アセットの額の合計額について、方式別にその内訳を以下の表に記載すること（方式は告示と異なる）。 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

７ 証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の合計額について、方式別にその内訳を以下の表に記載すること。 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

８ 証券化エクスポージャーのうちリスクリテンション規制抵触分及び適格 STC 要件充足分について、その内訳を以下の表に記載すること。（適格 STC 要件充足

分には、「適格 STC 証券化エクスポージャー」及び「適格短期 STC 証券化エクスポージャー」を含む。） 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

９ 商品有価証券勘定及び売付商品債券勘定（当期末時点）について記載すること。 

（単位：百万円、％） 

 

10 外国為替リスク・カテゴリーのネット・ポジション等の額（当期末時点）について記載すること。 

（単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

11 上記 10 について、明らかに(3)が 1,000 億円未満、かつ、(4)が 10％未満である場合には、上記 10 の記載はブランクとし、右記に「1」を記載すること。な

お、上記 10 に記載がある場合、11 はブランクとする。                                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方式 信用リスク・アセットの額 

ルック・スルー方式  

マンデート方式  

蓋然性方式  

フォール・バック方式  

合計  

方式 信用リスク・アセットの額 

内部格付手法準拠方式  

外部格付準拠方式  

内部評価方式  

標準的手法準拠方式  

合計  

区分 信用リスク・アセットの額 

リスクリテンション規制抵触分  

適格 STC 要件充足分  

区分 当期末残高 

商品有価証券  

売付商品債券  

計(Ａ)  

総資産(Ｂ)  

比率(Ａ／Ｂ)           ％ 

区分 当期末残高 

(1)信用リスク・アセットの額  

(2)オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額  

(3)外国為替リスク・カテゴリーの全体のネット・ポジションの額  

(4)比率 (3)／((1)+(2)+(3))           ％ 

（加える。） 

 

 

 

（加える。） 

 

 

 

 

 

 

 

（記載上の留意事項） 

１・２ （略）  

３ 平成 26 年 3 月 31 日以降最初に提出する場合の「前期末」欄については、記入を要しない（付表において同じ。）。 

４・５（略） 

（加える。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（加える。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（加える。） 

 

 

 

 

 

 

（加える。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（加える。） 

 

 

 

 

 

 

 

（加える。） 
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改 正 後 現   行 

 

 
 

 

 

（付表１）信用リスク・アセット残高内訳表 

（単位：百万円） 

項  目 

リスク・ウェイト

(%) 

当期末 前期末 

CCF・信用リスク 

削減効果適用前 

CCF・信用リスク 

削減効果適用後 

リスク・ウェイトの

加重平均値(%) 

CCF・信用リスク 

削減効果適用前 

CCF・信用リスク 

削減効果適用後 

リスク・ウェイトの

加重平均値(%) 

オン・

バラン

ス資産

項目 

オフ・

バラン

ス資産

項目 

オン・

バラン

ス資産

項目 

オフ・

バラン

ス資産

項目 

信用リ

スク・

アセッ

トの額 

オン・

バラン

ス資産

項目 

オフ・

バラン

ス資産

項目 

オン・

バラン

ス資産

項目 

オフ・

バラン

ス資産

項目 

信用リ

スク・

アセッ

トの額 

 
A B C D E F(=E/(C+D)） A’ B’ C’ D’ E’ 

F’(=E’/(C’

+D’)） 

１ 現金 0             

２ 我が国の中央政府及び中央銀行向け 0             

３ 外国の中央政府及び中央銀行向け 0～150             

４ 国際決済銀行等向け 0             

５ 我が国の地方公共団体向け 0             

６ 外国の中央政府等以外の公共部門向け 20～150             

７ 国際開発銀行向け 0～150             

８ 地方公共団体金融機構向け 10～20             

９ 我が国の政府関係機関向け 10～20             

10 地方三公社向け 20             

11 金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 20～150             

 （うち第一種金融商品取引業者及び保険会社向け） 20～150             

12 カバード・ボンド向け 10～100             

13 法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 20～150             

 （うち特定貸付債権向け） 20～150             

14 中堅中小企業等向け及び個人向け 45～100             

 （うちトランザクター向け） 45             

15 不動産関連向け 20～150             

 （うち自己居住用不動産等向け） 20～75             

 （うち賃貸用不動産向け） 30～150             

 （うち事業用不動産関連向け） 70～150             

 （うちその他不動産関連向け） 60             

 （うちADC向け） 100～150             

信連 
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16 劣後債権及びその他資本性証券等 150             

17 延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） 50～150             

18 自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 100             

19 取立未済手形 20             

20 信用保証協会等による保証付 0～10             

21 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 10             

22 株式等  250～400             

23 上記以外 100～1250             

 （うち重要な出資のエクスポージャー） 1250             

 
（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外部

TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー） 

250             

 （うち農林中央金庫の対象資本調達手段に係るエクスポージャー） 250             

 （うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー） 250             

 
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機関等

に係るその他外部TLAC関連調達手段に係るエクスポージャー） 

250             

 
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機関

等に係るその他外部TLAC関連調達手段に係るエクスポージャー） 

150             

 （うち右記以外のエクスポージャー） 100             

24 証券化 -             

 （うちSTC要件適用分） -             

 （うち非STC要件適用分） -             

25 再証券化 -             

26 リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー -             

27 未決済取引 -             

28 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリス

ク・アセットの額に算入されなかったものの額（△） 

-             

合計（信用リスク・アセットの額） -             

 

 

(注)  

 標準的手法を適用する部分において適格金融資産担保付取引（信用リスク関連）に用いるリスク削減手法：0000 0 

 （用いない＝０、簡便手法＝１、包括的手法＝２） 

 

 

（記載上の留意事項） 

１ 本表は、信用リスク・アセットの額の算出対象となる資産項目について記載するものであり、自己資本控除とする項目は記載しない。 

２ 本表における計数は、個別貸倒引当金・特定海外債権引当金に相当する額及び部分直接償却額控除後の金額とする。 

３ 本表における計数は、その損益又は評価差額がその他の包括利益累計額又は評価・換算差額等の項目として計上される資産の場合は、時価による評価替え又は再評価を行わない場合の額を記載する。 

４ 「オン・バランス資産項目」の金額には、派生商品取引及び長期決済期間の与信相当額も含めること。ただし、派生商品取引及び長期決済期間の与信相当額の算出において SA-CCR 又は期待エクスポージャー方式を用いている場合には、「CCF・信用リスク削減効果適用前」の欄には金融機関が用いた手法で 

算出され、信用リスク・アセットの額の計測に用いる与信相当額に係る計数を記載すること。 

５ 「CCF・信用リスク削減効果適用前 オフ・バランス資産項目」の金額には、CCF を適用する対象となるオフ・バランス取引項目の信用供与枠の未引出額又はその他オフ・バランス取引項目に係る想定元本額を記載すること。 

６ 保証等による信用リスク削減効果を適用する場合は、「信用リスク削減効果適用後の信用リスク・アセットの額」は、原債務者の「項目」として記載する。（保証人等の「項目」としては記載しない。） 

７ ローンパーティシペーション取引において参加利益を購入した場合は、原債務者の「項目」として適用されるリスク・ウェイト（原債務者と原債権者のリスク・ウェイトの合算）を記載する。 

８ 「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」は、除算をしたうえ四捨五入により整数で記載する。（除算の分母が零である場合は空白とし、欄外にその旨を記載する。） 

９ 項目１～26 には、経過措置を適用する前の額（完全実施ベース）を記載する。ただし、記載する計数は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準を改正する件」（平成 25 年３月８日金融庁・農林水産省告示第１号）附則第 10 条第２項の規定に係る額に限る。 
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10 「11 金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け」のうち第一種金融商品取引業者は、バーゼル銀行監督委員会の定める自己資本比率の基準又はこれと類似の基準の適用を受ける第一種金融商品取引業者及び経営管理会社とする。 

11 「13 法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）」には、「14 中堅中小企業等向け及び個人向け」として区分したエクスポージャーを重複して記載しない。なお、85％のリスク・ウェイトが適用される中堅中小企業等向けエクスポージャーに係る額は、「13 法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）」に記載す 

ること。 

12 「17 延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）には、延滞エクスポージャー（自己居住用不動産等向けエクスポージャーに該当するものを除く。）を記載する。なお、これに該当するエクスポージャーは他の項目に重複して記載しない。 

13 「20 信用保証協会等による保証付」の対象は、信用保証協会、農業信用基金協会及び漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャーとする。 

14 「21 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付」の対象は、株式会社地域経済活性化支援機構及び株式会社東日本大震災事業者再生支援機構により保証されたエクスポージャーとする。 

15 「23 上記以外」の「（うち右記以外のエクスポージャー）」には、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 18 年３月 28 日金融庁・農林水産省告示第２号）において「右記以外のエクスポージャー」として、リスク・ウェイトを 100％と定めているエクスポージャーを記載する。 

16 「24 証券化」の「STC 要件適用分」は適格 STC 要件を満たすエクスポージャー及び適格短期 STC 要件を満たすエクスポージャー、「非 STC 要件適用分」は適格 STC 及び適格短期 STC 不適用となったエクスポージャーを対象とする。 

17 「26 リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー」として区分したエクスポージャーは、他の項目に重複して記載しない。「信用リスク削減効果適用前の資産の額」には、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額を記載する。また、リスク・ウェイトのみなし 

 計算が適用されるエクスポージャーの額、信用リスク・アセットの額の内訳を以下に記載すること。なお、当該エクスポージャーの額には、対象の事業体に対する出資枠の未引出額等のオフ・バランス取引の与信相当額も含めること。 

 

計算方式 

当期末 

信用リスク削減効果適用前 

エクスポージャーの額 

当期末 

信用リスク削減効果適用後 

信用リスク・アセットの額 

ルック・スルー方式   

マンデート方式   

蓋然性方式（250％）   

蓋然性方式（400％）   

フォールバック方式（1250％）   

 

 

 

      

（付表１）資産（オン・バランス）項目のリスク・アセット残高内訳表 

 

                                                                             
                                                                                  （単位：百万円） 

項  目 

リスク・ウェイト

(%) 

当期末 前期末 

リスク・ウェイト

の加重平均値(%) 

信用リスク削減効果適用前 
信用リスク削減効

果適用後 リスク・ウェイト

の加重平均値(%) 

信用リスク削減効果適用前 
信用リスク削減効

果適用後 

資産の額 
信用リスク・アセ

ットの額 

信用リスク・アセ

ットの額 
資産の額 

信用リスク・アセ

ットの額 

信用リスク・アセ

ットの額 

 A(=D/B) B C D A’(=D’/B’) B’ C’ D’ 

１ 現金 0         

２ 我が国の中央政府及び中央銀行向け 0         

３ 外国の中央政府及び中央銀行向け 0～100         

４ 国際決済銀行等向け 0         

５ 我が国の地方公共団体向け 0         

６ 外国の中央政府等以外の公共部門向け 20～100         

７ 国際開発銀行向け 0～100         

８ 地方公共団体金融機構向け 10～20         

９ 我が国の政府関係機関向け 10～20         

10 地方三公社向け 20         

11 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 20～100         

12 法人等向け 20～100         

13 中小企業等向け及び個人向け 75         

信連 
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14 抵当権付住宅ローン 35         

15 不動産取得等事業向け 100         

16 三月以上延滞等 50～150         

17 取立未済手形 20         

18 信用保証協会等による保証付 0～10         

19 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 10         

20 出資等 100～1250         

 （うち出資等のエクスポージャー） 100         

 （うち重要な出資のエクスポージャー） 1250         

21 上記以外 100～250         

 

（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他

外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャ

ー） 

250 

        

 （うち農林中央金庫の対象資本調達手段に係るエクスポージャー） 250         

 （うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー） 250         

 
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機

関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に関するエクスポージャー） 
250         

 

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融

機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段のうち、その他外部ＴＬＡＣ

関連調達手段に係る五パーセント基準額を上回る部分に係るエクスポージャ

ー） 

150 

        

 （うち右記以外のエクスポージャー） 100         

22 証券化 －         

 （うちSTC要件適用分） －         

 （うち非STC要件適用分） －         

23 再証券化 －         

24 リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー －         

25 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 －         

26 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置に

よりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額（△） 
－ 

        

合計（信用リスク・アセットの額） －         

（注） 

１ 「12 法人等向け」について 100％のリスク・ウェイトを用いる特例の利用状況：0000 0 

（利用していない＝０、利用している＝１） 

２ 標準的手法を適用する部分において適格金融資産担保付取引（信用リスク関連）に用いるリスク削減手法：0000 0 

 （用いない＝０、簡便手法＝１、包括的手法＝２） 

  上記において包括的手法（＝２）を使用する場合のボラティリティ調整率の種類：0000 0 

 （標準的ボラティリティ調整率＝１、自組合推計ボラティリティ調整率＝２） 

３ 法的に有効な相対ネッティング契約下にあるレポ形式の取引に用いるリスク削減手法：0000 0 

 （エクスポージャー変動額推計モデルを用いない場合＝０、用いる場合＝１） 

 

（記載上の注意） 

１ 本表は、信用リスク・アセットの額の算出対象となる資産項目について記載するものであり、自己資本控除とする項目は記載しない。 

２ 本表における「資産の額」は、個別貸倒引当金に相当する額及び部分直接償却額控除後の金額とする。 

３ 「資産の額」については、その損益又は評価差額が評価・換算差額等の項目として計上される資産の場合は、時価による評価替え又は再評価を行わない場合の額を記載する。 
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４ 保証等による信用リスク削減効果を適用する場合は、「信用リスク削減効果適用後の信用リスク・アセットの額」は、原債務者の項目として記載する。（保証人等の項目としては記載しない。） 

５ ローン・パーティシペーション取引において参加利益を購入した場合は、原債務者の項目として適用されるリスク・ウェイト（原債務者と原債権者のリスク・ウェイトの合算）を記載する。 

６ 「リスク・ウェイトの加重平均値(% )」は、除算をしたうえ四捨五入により整数で記載する。（除算の分母が零である場合は、記載せずに空欄とする。） 

７ 項目 1～24 には、経過措置を適用する前の額（完全実施ベース）を記載する。 

８ 「11 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」のうち第一種金融商品取引業者は、バーゼル銀行監督委員会の定める自己資本比率の基準又はこれと類似の基準の適用を受ける第一種金融商品取引業者及び経営管理会社とする。 

９ 「12 法人等向け」には、「13 中小企業等向け及び個人向け」に区分したエクスポージャーを重複して記載しない。 

10 「13 中小企業等向け及び個人向け」には、リスク･ウェイトを 75%としたエクスポージャーのみを記載する。 

11 「16 三月以上延滞等」には、3 月以上延滞した者に係るエクスポージャー及び引当割合勘案前の段階でリスク・ウェイトが 150％となるエクスポージャーを記載する。なお、これに該当するエクスポージャーは、他の項目に重複して記載しない。 

12 「18 信用保証協会等による保証付」は、信用保証協会、農業信用基金協会又は漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャーとする。 

13 「19 株式会社地域経済活性化支援機等による保証付」は、株式会社地域経済活性化支援機構又は株式会社東日本大震災事業者再生支援機構により保証されたエクスポージャーとする。 

14 「21 上記以外」の「（うち右記以外のエクスポージャー）」には、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 18 年３月 28 日金融庁・農林水産省告示第２号）第 48 条において「右記以外のエクスポージャー」としてリスク・ウェイトを 100％と定めているエクスポージャーを 

記載する。 

15 「22 証券化」の「STC 要件適用分」は適格 STC 要件を満たすエクスポージャー、「非 STC 要件適用分」は適格 STC 不適用となったエクスポージャーを対象とする。 

16  「24 リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー」として区分したエクスポージャーは、他の項目に重複して記載しない。 

「信用リスク削減効果適用前の資産の額」にはリスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額を記載する。 

  当該エクスポージャーの額には、対象の事業体に対する出資枠の未引出額等のオフ・バランス取引の与信相当額も含めること。 

  また、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額、信用リスク・アセットの額の内訳を以下に記載すること。 

計算方式 

当期末 

信用リスク削減効果 

適用前資産の額 

当期末 

信用リスク削減効果適用後 

信用リスク・アセットの額 

ルック・スルー方式   

マンデート方式   

蓋然性方式（250%）   

蓋然性方式（400%）   

フォールバック方式（1250%）   

 

17 「25 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額」には、土地再評価差額金に係る経過措置を適用する場合における、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るリスク・アセットの額を記載する。 

18 「26 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額（△）」には、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準等の一部を改正する件」（平成 25 年３月８日金融庁・農林水産省告示第 1 号）附則 

第 10 条第２項の規定に従いリスク・アセットの額に算入されなかった額（減算された額）を記載する。 

19 前期データのうち、遡及適用又は財務諸表の組替えにより変更が生じた箇所については、変更前の金額又は比率を欄外に注記すること。 
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（付表２）資産（オフ・バランス取引等含む）残高等リスク・ウェイト区分内訳表 

 

（単位：百万円） 

リスク・ウェイトの区分 

当期末 前期末 

CCF・信用リスク削減効果適用前 

CCF の加重平均値

(%) 

 

資産の額及び与

信相当額の合計

額（CCF・信用リ

スク削減効果適

用後） 

CCF・信用リスク削減効果適用前 

CCF の加重平均値

(%) 

 

資産の額及び与

信相当額の合計

額（CCF・信用リ

スク削減効果適

用後） 
オン・バランス

資産項目 

オフ・バランス

資産項目 

オン・バランス

資産項目 

オフ・バランス

資産項目 

１ 40％未満         

２ 40％～70％         

３ 75％         

４ 80％         

５ 85％         

６ 90～100％         

７ 105～130％         

８ 150％         

９ 250％         

10 400％         

11 1250％         

12 その他         

合     計         

 

(注)  

１ 本表の計数に含まれる「資産の額」は、個別貸倒引当金・特定海外債権引当金に相当する額及び部分直接償却額控除後の金額とする。 

２ 本表の計数に含まれる「資産の額」については、その損益又は評価差額がその他の包括利益累計額又は評価・換算差額等の項目として計上される資産の場合は、時価による評価替え又は再評価を行わない場合の額を記載する。 

３ 本表には、「（付表１）信用リスク・アセット残高内訳表」の項番１「現金」から項番 22「株式等」に対応する計数を記載すること。 

４ 「オン・バランス資産項目」の金額には、派生商品取引及び長期決済期間の与信相当額も含めること。 

５ 「オフ・バランス資産項目」の金額には、CCF を適用する対象となるオフ・バランス取引項目の信用供与枠の未引出額又はその他オフ・バランス取引項目に係る想定元本額を記載すること。 

６ 「CCF の加重平均値（％）」には、CCF を適用し信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額を、CCF・信用リスク削減手法適用前のオフ・バランス資産項目の額で除して得た比率を記載する。 

７ 項目１～12 には、信用リスク・アセットの額の算出において最終的に適用され、かつ、経過措置を適用する前のリスク・ウェイトの区分（完全実施ベース）に応じた額を記載する。 
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（付表２）オフ・バランス取引等項目の信用リスク・アセット残高内訳表 

 

                                                                             
                                                                                    （単位：百万円） 

項      目 
掛目 
(％) 

当 期 末 前 期 末 

信用リスク削減効果適用前 
信用リスク削減効
果適用後 

信用リスク削減効果適用前 
信用リスク削減効
果適用後 

簿価又は想定元本
額 

与信相当額 
信用リスク・アセ
ットの額 

簿価又は想定元本
額 

与信相当額 
信用リスク・アセ
ットの額 

１ 任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメント 0       

２ 原契約期間が１年以下のコミットメント 20       

３ 短期の貿易関連偶発債務 20       

４ 特定の取引に係る偶発債務 50       

 （うち経過措置を適用する元本補塡信託契約） 50       

５ ＮＩＦ又はＲＵＦ 50       

６ 原契約期間が１年超のコミットメント 50       

７ 信用供与に直接的に代替する偶発債務 100       

 

（うち借入金の保証） 100       

（うち有価証券の保証） 100       

（うち手形引受） 100       

（うち経過措置を適用しない元本補塡信託契約） 100       

（うちｸﾚｼﾞｯﾄ･ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞのﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ提供） 100       

８ 買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除後） －       

 
買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除前） 100       

控除額（△） －       

９ 先物資産購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 100       

10 有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供又は有価証券
の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 

100       

11 派生商品取引及び長期決済期間取引 －       

 
 

カレント・エクスポージャー方式 －       

 

派生商品取引 －       

 

外為関連取引 －       

金利関連取引 －       

金関連取引 －       

株式関連取引 －       

貴金属（金を除く。）関連取引 －       

その他のコモディテイ関連取引 －       

クレジット・デリバティブ取引（カウンター・パーティー・リスク） －       

一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果（△） －       

長期決済期間取引 －       

SA-CCR －       

 派生商品取引        
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長期決済期間取引        

期待エクスポージャー方式 －       

12 未決済取引 －       

13 証券化エクスポージャーに係る適格なサービサー・キャッシュ・アドバ
ンスの信用供与枠のうち未実行部分 

0       

14 上記以外のｵﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの証券化エクスポージャー －       

合     計 －       

 
（注） 
１ 「４」及び「７」の内書中の「経過措置」とは、告示（「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 18 年 3月 28 日金融庁・農林水産省告示第 2号））附則第 8条を適用し、元本補塡信託契約にかかる信用リスク・アセットの額の算出に旧告示（平成 

9 年 7 月 31 日大蔵省・農林水産省告示第 29 号）を用いる場合を指す。 
２ 「８」内書き「控除額(△)」には、告示第 49 条第 2 項中に定める「当該下回る額」を 8％で除して得た額を記載するものとする。ただし、一部資産(オン・バランス)項目で信用リスク・アセットの額が計上される場合には、当該計上額を控除額に加えて記載するものとする。 
３ 前期データのうち、遡及適用又は財務諸表の組替えにより変更が生じた箇所については、変更前の金額を欄外に注記すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（付表３）派生商品取引内訳表（略）                                      （付表３）派生商品取引内訳表（略） 
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（付表４）資産（オフ・バランス取引等含む）残高相手先及びリスク・ウェイト区分内訳表                                                                                                               （単位：百万円） 

相手方当事者の区分 

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後） 

(0%) (10%) (15%) (20%) (25%) (30%) (31.2

5%) 

(35%) (37.5

%) 

(40%) (43.7

5%) 

(45%) (50%) (56.2

5%) 

(60%) (62.5

%) 

(70%) (75%) (80%) (85%) (90%) (93.75

%) 

(100%) (105%) (110%) (112.5

%) 

(130%) (150%) (250%) (400%) (その他) 合計 

１ 現金                                 

２ 我が国の中央政府及び

中央銀行向け 

                                

３ 外国の中央政府及び中

央銀行向け 

                                

４ 国際決済銀行等向け                                 

５ 我が国の地方公共団体

向け 

                                

６ 外国の中央政府等以外

の公共部門向け 

                                

７ 国際開発銀行向け                                 

８ 地方公共団体金融機構

向け 

                                

９ 我が国の政府関係機関

向け 

                                

10 地方三公社向け                                 

11 金融機関、第一種金融

商品取引業者及び保険会

社向け 

                                

（うち第一種金融商品

取引業者及び保険会

社向け） 

                                

12 カバード・ボンド向け                                 

13 法人等向け（特定貸付

債権向けを含む。） 

                                

（うち特定貸付債権向

け） 

                                

14 中堅中小企業等向け及

び個人向け 

                                

（うちトランザクター

向け） 

                                

15 不動産関連向け                                 

（うち自己居住用不動

産等向け） 

                                

（うち賃貸用不動産向

け） 

                                

（うち事業用不動産関

連向け） 
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（うちその他不動産関

連向け） 

                                

（うちADC向け）                                 

16 劣後債権及びその他資

本性証券等 

                                

17 延滞等向け（自己居住

用不動産等向けを除く。） 

                                

18 自己居住用不動産等向

けエクスポージャーに係

る延滞 

                                

19 取立未済手形                                 

20 信用保証協会等による

保証付 

                                

21 株式会社地域経済活性

化支援機構等による保証

付 

                                

22 株式等                                  

合   計                                 
（記載上の注意） 

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）欄の（ ）書は、標準的手法採用組合が使用するリスク・ウェイトである。 

 
(注)  

１ 本表の計数に含まれる「資産の額」は、個別貸倒引当金・特定海外債権引当金に相当する額及び部分直接償却額控除後の金額とする。 

２ 「資産の額」については、その損益又は評価差額がその他の包括利益累計額又は評価・換算差額等の項目として計上される資産の場合は、時価による評価替え又は再評価を行わない場合の額を記載する。 

３ 本表の計数に含まれる「与信相当額」は、オフ・バランス取引、派生商品取引及び長期決済期間の与信相当額に係る金額とする。 

４ 本表に係る項目の定義については、「（付表１）信用リスク・アセット残高内訳表」の注記の例に従うものとする。 

５ 項目１～22 には、経過措置を適用する前のリスク・ウェイトの区分（完全実施ベース）に応じた額を記載する。 
   

 

 

 

 

 

 

      

  （付表４）オフ・バランス取引等項目相手先区分内訳表 
 （単位：百万円） 

相手方当事者の区分 

簿価又は想定元本額（信用リスク削減効果適用前） 
任意の時期に無

条件で取消可能

又は自動的に取

消可能なコミッ

トメント 

 

原契約期間が１

年以下のコミッ

トメント 

 

 

 

 

 

 

短期の貿易関連

偶発債務 

 

 

 

 

 

 

 

特定の取引に係

る偶発債務（含む

経過措置を適用

する元本補塡信

託契約） 

 

 

 

ＮＩＦ又はＲＵ

Ｆ 

 

 

 

 

 

 

 

原契約期間が１

年超のコミット

メント 

 

 

 

 

信用供与に直接

的に代替する偶

発債務（含む経過

措置を適用しな

い元本補塡信託

契約、クレジット

・デリバティブの

プロテクション

提供） 

 

買戻条件付資産

売却又は求償権

付資産売却等 

 

 

 

 

先物資産購入、先

渡預金、部分払込

株式又は部分払

込債券 

 

 

 

有価証券の貸付、

現金若しくは有

価証券による担

保の提供又は有

価証券の買戻条

件付売却若しく

は売戻条件付購

入 

 

 

証券化エクスポ

ージャーに係る

適格なサービサ

ー・キャッシュ・

アドバンスの信

用供与枠のうち

未実行部分 

上記以外のオフ・

バランスの証券

化エクスポージ

ャー 

 

 

 

合計 

(0%) (20%) (20%) (50%) (50%) (50%) (100%) (100%) (100%) (100％) (0%) － 

１ 我が国の中央政府及び
中央銀行向け 
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２ 外国の中央政府及び中
央銀行向け 

             

３ 国際決済銀行等向け              

４ 我が国の地方公共団体
向け 

             

５ 外国の中央政府等以外
の公共部門向け 

 

 

            

６ 国際開発銀行向け              

７ 地方公共団体金融機構
向け 

             

８ 我が国の政府関係機関
向け 

             

９ 地方三公社向け              

10 金融機関及び第一種金
融商品取引業者向け 

             

11 法人等向け              

12 中小企業等向け及び個
人向け 

             

13 抵当権付住宅ローン              

14 不動産取得等事業向け              

15 三月以上延滞等              

16 信用保証協会等による
保証付 

             

17 株式会社地域経済活性
化支援機構等による保証
付 

             

18 出資等              

19 上記以外              

合   計              
（記載上の注意） 

簿価又は想定元本額欄の（ ）書きは、オフ・バランス取引等を与信相当額に換算する際に使用する掛目である。 
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（付表５）オペレーショナル・リスク相当額内訳表                                    （単位：百万円、件） 

OR３ オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本額の概要 当期末 

１ ＢＩＣ合計額 [2]＋[3]＋[4]  

２  第 250 条第１項第１号ＩＬＭ又は第 250 条第１項第２号イＩＬＭに対応するＢＩＣ  

３  第 250 条第１項第２号ロＩＬＭ又は第 250 条第１項第３号ＩＬＭに対応するＢＩＣ  

４  第 250 条第１項第４号ＩＬＭ（保守的な見積値）に対応するＢＩＣ  

５ ＩＬＭ加重平均値 ([2]×[6]＋[3]×[7]＋[4]×[8])／[1]  

６  第 250 条第１項第１号ＩＬＭ又は第 250 条第１項第２号イＩＬＭ  

７  第 250 条第１項第２号ロＩＬＭ又は第 250 条第１項第３号ＩＬＭ  

８  第 250 条第１項第４号ＩＬＭ（保守的な見積値）  

９ オペレーショナル・リスク相当額 [1]×[5]  

10 オペレーショナル・リスク・アセットの額 [9]×12.5  

 

OR２ ＢＩＣの構成要素 当期末 前期末 前々期末 

１ ＩＬＤＣ Min[Abs（[2]－[3]）; 2.25％×[4]]＋[5]    

２  資金運用収益    

３  資金調達費用    

４  金利収益資産    

５  受取配当金    

６ ＳＣ Max[[7],[8]]＋Max[[9],[10]]    

７  役務取引等収益    

８  役務取引等費用    

９  その他業務収益    

10  その他業務費用    

11 ＦＣ Abs[[12]]＋Abs[[13]]    

12  商品有価証券勘定及び売付商品債券勘定のネット損益    

13  商品有価証券勘定及び売付商品債券勘定のネット損益以外の勘定のネット損益    

14 ＢＩ [1]＋[6]＋[11]    

15 ＢＩＣ [14]×掛目（12％ or 15％ or 18％）    

16 除外特例の対象となる連結子法人等又は事業部門を含むＢＩ    

17 除外特例によって除外したＢＩ [16]－[14]    

 

OR１ オペレーショナル・リスク損失の推移 当期末

（イ） 

前期末

（ロ） 

前々期末

（ハ） 

ハの前期

末（ニ） 

ニの前期

末（ホ） 

ホの前期

末（ヘ） 

ヘの前期

末（ト） 

トの前期

末（チ） 

チの前期

末（リ） 

リの前期

末（ヌ） 

直近 10 年間の

平均（ル） 

200 万円を超える損失を集計したもの 

１ ネットの損失の合計額（特殊損失控除前）            

２ 損失の件数            

３ 特殊損失の総額            

４ 特殊損失の件数            

５ ネットの損失の合計額（特殊損失控除後）            

 

その他 
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(注)  

１ ILM の値は、小数点以下四位未満の端数があるときはこれを切り捨て、小数点以下四位まで記載する。 

２ 使用している計測方式に該当する表（OR２、OR１）及び OR３に記載する。 

３ 使用していない計測方式については記載を要しない（空欄）。 

４ OR１において「損失の件数」が 50 件の場合は「50」と記載する（数字のみ。「特殊損失の件数」も同様。）。 

５ OR１において直近５年以上 10 年未満の内部損失データを用いて、オペレーショナル・リスク相当額の算出を行う場合には、ル欄中「直近 10 年間」を「直近５年以上の計測期間」と読み替えるものとする。 

６ OR２において、下線は直近３年間の平均値を示す。 

７ OR３において、該当する値がない場合には空欄とする。なお、[7]第 250 条第１項第２号ロ ILM 又は第 250 条第１項第３号 ILM に該当する値は常に「１」とする。 

８ 「その他」は必要に応じて記載する。例えば、第 256 条に定める ILM（行政庁指定 ILM）を利用する際には、その旨を記載する。 
   

 

 

 

 

 

      

  （付表５）オペレーショナル・リスク相当額算出表 
（単位：百万円） 

掛目 
ｵﾍﾟﾚｰｼﾖﾅﾙ・リス

ク相当額 

直近１年間 左記の前１年間 左記の前１年間 

粗利益(掛目前) 粗利益(掛目後) 粗利益(掛目前) 粗利益(掛目後) 粗利益(掛目前) 粗利益(掛目後) 

15％        

（記載上の注意） 
１ 「粗利益」が負の値である場合、当該負の値を記載する。（零の記載又は記載の省略はしない。） 
２ オペレーショナル・リスク相当額は、「粗利益（掛目後）」の直近３年間の平均値である。なお、「粗利益（掛目後）」が正の値とならない年がある場合には、当該「正とならない年」以外の年の「粗利益（掛目後）」の合計額を当該正とならない年以外の年数で除して 
得た額を記載する。 
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（付表６-ａ）ＣＶＡリスク相当額 
 

（単位：百万円） 

合計表 ＣＶＡリスクの計測手法 

当期末 前期末 

リスク・アセ
ットの額 

ＣＶＡリスク
相当額 

リスク・アセ
ットの額 

ＣＶＡリスク
相当額 

a1 限定的なＢＡ－ＣＶＡ     

a2 完全なＢＡ－ＣＶＡ     

a3 ＳＡ－ＣＶＡ     

a4 簡便法     

a5 合      計     

 

欄外注記 
 

 

 

（付表６-ｂ1）適格中央清算機関 

（単位：百万円） 

項目 

当期末 前期末 

エクスポージ

ャーの額 

信用リスク・

アセットの額 

エクスポージ

ャーの額 

信用リスク・

アセットの額 

トレードエクスポージャー     

 １．直接清算参加者     

 ２．間接清算参加者     

  
(1)リスクウェイト 2％が適用される

エクスポージャー 
    

  
(2)リスクウェイト 4％が適用される

エクスポージャー 
    

小        計     

清算基金     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（付表６-ａ）ＣＶＡリスク相当額（国内基準） 
 

（単位：百万円） 

項目 

当期末 前期末 

想定元本額 

信用リスク
削減効果適
用後エクス
ポージャー
の額 

ＣＶＡリス
ク相当額 

想定元本額 

信用リスク
削減効果適
用後エクス
ポージャー
の額 

ＣＶＡリス
ク相当額 

標準的リスク測定方式       

先進的リスク測定方式       

小      計       

簡便的リスク測定方式       

小      計       

合      計       

  欄外注記 
 

 

 

（付表６-ｂ1）適格中央清算機関（国内基準） 

（単位：百万円） 

項目 

当期末 前期末 

エクスポージ

ャーの額 

信用リスク・

アセットの額 

エクスポージ

ャーの額 

信用リスク・

アセットの額 

トレードエクスポージャー     

 １．直接清算参加者     

 ２．間接清算参加者     

  
(1)リスクウェイト 2％が適用される

エクスポージャー 
    

  
(2)リスクウェイト 4％が適用される

エクスポージャー 
    

小        計     

清算基金     

 １．リスク・センシティブ手法     

  
（うち旧告示第246条の 7第 2項第１

号に基づき算出した額） 
    

  
（うち旧告示第 246 条の 7 第 2 項第 8

号に基づき算出した額） 
    

  
（うち旧告示第 246 条の 7 第 2 項第 9

号に基づき算出した額） 
    

  
（うち第1号第8号第 9号何れにより

算出したか不明の額） 
    

信連 信連 
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(削る。) 

 

欄外注記 
 

 

 

（付表６-ｂ2）適格中央清算機関以外の中央清算機関 

（単位：百万円） 

項目 

当期末 前期末 

エクスポージャ

ーの額 

信用リスク・アセ

ットの額 

エクスポージャ

ーの額 

信用リスク・アセ

ットの額 

トレードエクスポージャー     

清算資金     

欄外注記 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．簡便的手法     

小        計     

(注) （略） 

 
欄外注記 
 

 

 

（付表６-ｂ2）適格中央清算機関以外の中央清算機関（国内基準） 

（単位：百万円） 

項目 

当期末 前期末 

エクスポージャ

ーの額 

信用リスク・アセ

ットの額 

エクスポージャ

ーの額 

信用リスク・アセ

ットの額 

トレードエクスポージャー     

清算資金     

欄外注記 
 

 

 

 



                                  系統金融機関向けの総合的な監督指針 新旧対照表             

26 
 

改 正 後 現   行 

 

（付表７）証券化エクスポージャー関連内訳表 

 

 １．オン・バランス取引に係る証券化エクスポージャー（略） 

 ２．オフ・バランス取引に係る証券化エクスポージャー（略） 

 ３．証券化エクスポージャーに係る総計 

 
信用リスク削

減効果適用前 
信用リスク削減効果適用後 

エクスポー

ジャーの額 

リスク・ウ

ェイトの加

重平均値(%

) 

エクスポー

ジャーの額 

C欄のうち

重複するエ

クスポージ

ャーの額 

信用リスク

・アセット

の額 

うちリスクリテンション規制抵触分 所要自己資

本の総額に

含めない部

分（控除部

分）の信用

リスク・ア

セットの額 

左記のうち

証券化取引

に伴い増加

した自己資

本に係る控

除額の信用

リスク・ア

セットの額 

リスク・ウ

ェイトの加

重平均値(%

) 

リスク・ウ

ェイトに対

して３を乗

じるエクス

ポージャー

の額 

信用リスク

・アセット

の額 

A B(=E/C) C D E F（＝H/G） G H I J 

 証券化エクスポー

ジャーに係る総計 

1 （=2+3+4)           
 オン・バランス取

引 

2 （=１．オンバラ

 1) 
          

 オフ・バランス取

引 

3 （=２．オフバラ

 1) 
          

（項を削る。） 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

（注） 

・「STC」「非 STC」の別は、「STC」は適格 STC 要件を満たすエクスポージャー及び適格短期 STC 要件を満たすエクスポージャー、「非 STC」は適格 STC 及び適格短

期 STC 不適用となったエクスポージャーを対象とすること。 

・「リスク・ウェイトの加重平均値（%）」は、除算したうえ四捨五入により小数点以下二桁で記載すること。（除算の分母が零である場合は空欄とする） 

・「うちリスクリテンション規制抵触分」には、自己資本比率告示第 224 条第３項の要件のいずれも満たさない証券化エクスポージャーを対象として記載するこ

と。 

・＜２．オフ・バランス取引に係る証券化エクスポージャー＞には派生商品取引に係る証券化エクスポージャーを含んで記載すること。 

 

 

 

 

 

 

（付表７）証券化エクスポージャー関連内訳表 

 

 １．オン・バランス取引に係る証券化エクスポージャー（略） 

 ２．オフ・バランス取引に係る証券化エクスポージャー（略） 

 ３．証券化エクスポージャーに係る総計 

 
信用リスク削

減効果適用前 
信用リスク削減効果適用後 

エクスポー

ジャーの額 

リスク・ウ

ェイトの加

重平均値(%

) 

エクスポー

ジャーの額 

C欄のうち

重複するエ

クスポージ

ャーの額 

信用リスク

・アセット

の額 

うちリスクリテンション規制抵触分 所要自己資

本の総額に

含めない部

分（控除部

分）の信用

リスク・ア

セットの額 

左記のうち

証券化取引

に伴い増加

した自己資

本に係る控

除額の信用

リスク・ア

セットの額 

リスク・ウ

ェイトの加

重平均値(%

) 

リスク・ウ

ェイトに対

して３を乗

じるエクス

ポージャー

の額 

信用リスク

・アセット

の額 

A B(=E/C) C D E F（＝H/G） G H I J 

 証券化エクスポー

ジャーに係る総計 

1 （=2+3+4)           
 オン・バランス取

引 

2 （=１．オンバラ

 1) 
          

 オフ・バランス取

引 

3 （=２．オフバラ

 1) 
          

経過措置適用分〔

国内基準行〕 

4 （=信用リスク・

アセットの額に

率を乗じて得た

額） 

          

 

 

 

 

経過措置を適用する証券化エクスポージャー 

 信用リスク

・アセット

の額 

信用リスク

・アセット

の額に率を

乗じて得た

額 

A B(=A×率) 

経過措置適用分 1    
 

（注） 

・「STC」「非 STC」の別は、「STC」は適格 STC 要件を満たすエクスポージャー、「非 STC」は適格 STC 不適用となったエクスポージャーを対象とすること。 

 

・「リスク・ウェイトの加重平均値（%）」は、除算したうえ四捨五入により小数点以下二桁で記載すること。（除算の分母が零である場合は空欄とする） 

・「うちリスクリテンション規制抵触分」には、自己資本比率告示第 224 条第３項の要件のいずれも満たさない証券化エクスポージャーを対象として記載するこ

と。 

・＜２．オフ・バランス取引に係る証券化エクスポージャー＞には派生商品取引に係る証券化エクスポージャーを含んで記載すること。 
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（付表８）マーケット・リスク相当額内訳表                                    （新設） 

 

                                               （単位：百万円、回数） 

合計表 マーケット・リスク相当額 当期末 前期末 

a1 マーケット・リスク相当額の合計（b12+c16-c13+d6）   

a2 マーケット・リスク量（a1 を 8％で除して得た額）   

 

MR１ 標準的方式によるマーケット・リスク相当額 当期末 前期末 

b1 一般金利リスク   

b2 株式リスク   

b3 コモディティ・リスク   

b4 外国為替リスク   

b5 信用スプレッド・リスク（非証券化商品）   

b6 信用スプレッド・リスク（証券化商品（非 CTP））   

b7 信用スプレッド・リスク（証券化商品（CTP））   

b8 デフォルト・リスク（非証券化商品）   

b9 デフォルト・リスク（証券化商品（非 CTP））   

b10 デフォルト・リスク（証券化商品（CTP））   

b11 残余リスク・アドオン   

 その他   

b12 合計   

 

MR２ 内部モデル方式によるマーケット・リスク相当額 

算出基準日を含む直近十二週間 
（算出基準日を含む直近六十営業日）の値 

バック・テステ
ィングの超過回
数（99.0％） 

前期の算出基準日を含む直近十二
週間の値 

当期末 平均値 最大値 最小値 前期末 平均値 

c1 制約がない期待ショート・フォール（IMCC（C））        

c2 

リスク・クラス 

一般金利リスク        

c3 株式リスク        

c4 コモディティ・リスク        

c5 外国為替リスク        

c6 信用スプレッド・リスク        

c7 制約がある期待ショート・フォール（IMCC（Ci））        

c8 モデル化可能なリスク・ファクターに基づくマーケット・リスク相当額（IMCC）        

c9 モデル化不可能なリスク・ファクターに基づくマーケット・リスク相当額（SES）        

c10 デフォルト・リスクに係るマーケット・リスク相当額（DRC）        

c11 アンバー・ゾーンに分類されたトレーディング・デスクの資本サーチャージの額        

c12 
グリーン・ゾーン及びアンバー・ゾーンに分類されたトレーディング・デスクのマーケット・リ
スク相当額（イ） 

       

c13 内部モデルを使用しないトレーディング・デスクのマーケット・リスク相当額（Cu）（ロ）        

c14 
グリーン・ゾーン及びアンバー・ゾーンに分類されたトレーディング・デスクについて、内部モ
デル方式により算出されたマーケット・リスク相当額から標準的方式により算出されたマーケッ
ト・リスク相当額を控除した額（ハ） 

       

c15 
全てのトレーディング・デスクについて標準的方式を用いた場合のマーケット・リスク相当額
（SAall desk）（ニ） 

       

c16 マーケット・リスク相当額の合計額（ACRtotal） min（（イ）＋（ロ）；（ニ））+max（0,（ハ））        

信連 
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MR３ 簡易的方式によるマーケット・リスク相当額 

当期末 前期末 

オプション取引
以外の取引 

オプション取引 

合計 
オプション取引
以外の取引 

オプション取引 

合計 簡便法により算
出した金額 

デルタ・プラス
法により算出し

た額 

シナリオ法によ
り算出した額 

簡便法により算
出した金額 

デルタ・プラス
法により算出し

た額 

シナリオ法によ
り算出した額 

d1 
金利リスク（一般市場リスク及び個別リス
ク）の額 

    
      

d2 
株式リスク（一般市場リスク及び個別リス
ク）の額 

    
      

d3 コモディティ・リスクの額           

d4 外国為替リスクの額           

d5 
証券化エクスポージャーに係る個別リスク
の額 

    
      

d6 合計（d1＋d2＋d3＋d4＋d5）           

 
(注)  

１ 本表は、農業協同組合等の自己資本の充実の状況等についての開示事項（平成 19 年３月 23 日金融庁・農林水産省告示第４号）における別紙様式第１号の２（注）に従い、記載する。 

２ マーケット・リスク相当額不算入の特例を適用する金融機関は、記載を要しない（空欄）。 

３ 使用している計測方法の該当する表（MR１、MR２、MR３）及び合計表に記載する。 

４ 使用していない計測方法については記載を要しない（空欄）。 

５ バック・テスティングの超過回数が５回の場合は「５」と記載する（数字のみ）。 

 
 

 

 

 

 

 

 

11．引当金～14． 大口信用供与等の状況 （略）                                 11．引当金～14． 大口信用供与等の状況 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

この通知の改正は、令和７年３月 31 日から適用する。ただし、別紙様式５－７のうち「（付表７）証券化エクスポージャー関連内訳表」の変更については、令和６年７月 10 日から適用する。 
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